
令和５年７月吉日   

 保護者の皆様へ                                            

沖縄県立那覇西高等学校 

校 長  仲吉 健一   

（公印省略）   

 

令和５年度奨学のための給付金の支給に関する手続きについて 

 

 生活保護受給世帯及び住民税（道府県民税及び市町村民税）所得割額非課税世帯

を対象に、授業料以外の教育費負担の軽減を図ることを目的に奨学のための給付金

が支給されることとなりました。 

 当該制度は、返還不要の給付金で、卒業後に返還が必要な奨学金や授業料と相殺

される就学支援金とは別制度です。 

 給付を受けるためには申請が必要ですので、別紙支給対象に該当する保護者等は

下記のとおり申請をお願いいたします。 

 なお、保護者等の委任がある場合には、給付金を代理受領し、校納金に充てるこ

とが可能です。詳細は下記担当へお問い合わせください。 

  

記 

 

１．給付対象者 ：  

  ①生活保護（生業扶助）受給世帯 

  ②（令和５年度）道府県民税及び市町村民税所得割非課税世帯（詳細は裏面） 

  ③離職等の家計急変により②と同程度の収入であると見込まれる世帯 
   ※家計急変は破産・離婚・リストラ等が対象となり、通常の退職は対象となりません。 

 

２．提出書類 ： 別紙〔提出書類〕参照（申請書は事務室で配布しています。 

通常申請の申請書は学校ＨＰでもダウンロードできます。） 

 

３．提出期限 ： 令和５年７月３１日（月） 

 

４．提出先  ： 那覇西高校事務室 ８時３０分～１７時（土日祝は除く）  
          夏休み期間中も事務室窓口は開いています。 

５．留意事項 

(1) 正当な理由がなく提出期限までに申請しないときは、給付金を受けられなくな

ります。 

(2) 生活保護の受給状況や扶養者の状況は７月１日現在を基準とします。 

    (家計急変世帯への支援については除く) 
 
＜沖縄県外に在住の方＞ 

 この制度は、保護者等が住所を有する都道府県から給付する制度となっています

ので、該当する場合は、お住まいの都道府県教育委員会にお問い合わせください。 

 

＜問い合わせ先＞ 那覇西高校事務室  宮里・玉城  TEL：098-858-8274 

 

※裏面に「住民税所得割額非課税世帯」の確認方法があります。 



「住民税所得割額非課税世帯」の確認方法 

住民税が 0 円の方はもちろん該当しますが、住民税が 5,000 円の方も給付

金の対象となる場合があります。 

①  マイナンバーカードとスマホで確認する方法 

「マイナポータル」というアプリから、所得割額を確認できます。 

 

②  役場で課税証明書を取得して確認する方法 

令和５年度課税証明書に記載されている「市町村民税所得割

額」と「県民税所得割額」の欄の金額を確認します。

 

← 

 

← 

所得割額が２カ所とも０円で

あれば、給付金の対象となりま

す。 

← 
 
 
 
← 

「所得割額」が０円のため、給付

金対象となります。 
 
（見本は那覇市の課税証明書） 



沖縄県高等学校等奨学のための給付金 

  意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外の教育費負担を軽減するため、 

  低所得世帯を対象に、平成 26 年度から「沖縄県高等学校等奨学のための給付金制度」が 

始まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○支給額（返還の必要はありません）  ※国公立高校の場合 

世帯状況 給付額（年額） 

生活保護受給世帯（生業扶助受給世帯） 32,300 円 

非課税世帯 

通信制課程以外の課程に在籍する第 1 子 117,100 円 

通信制課程以外の課程に在籍する第 2 子以降 
 ※ 15 歳以上 23 歳未満の兄弟姉妹がいる場合  

143,700 円 

 

 ○提出書類  ※消せない筆記用具で書類に記入して下さい。 

     学校ホームページでダウンロード又は事務室で申請書類をお受け取り下さい。 

  ①高校生等奨学給付金受給申請書（様式 1） 

  ②令和５年度（所得）課税証明書 

③生活保護受給証明書（生活保護を受給している場合）（様式 2） 

④健康保険証の写し(15 歳以上 23 歳未満(中学生を除く)の扶養されている兄弟姉妹がいる場合） 

⑤債権者登録申請書（別添様式）  

⑥振込口座の通帳の写し 

⑦委任状（校納金に未納がある方）（様式 7） 

 

提出書類 
生業扶助 
受給世帯 

非課税世帯 

対象生徒が 
第 1 子 

対象生徒が 
第 2 子以降 

①高校生等奨学給付金受給申請書 ○ ○ ○ 

②令和５年度（所得）課税証明書    ○   ○ 

③生活保護受給証明書   ○※1    

④健康保険証の写し     ○※2 

⑤債権者登録申請書 ○ ○ ○ 

⑥振込先口座の通帳の写し ○ ○ ○ 

⑦委任状 希望者のみ 希望者のみ 希望者のみ 

※1 ③は証明書の発行日が 7 月１日以降であり、受給開始日の記載があること 

※2 ④は保険証が国保の場合は、扶養誓約書（様式６）も提出 

 

 ○問い合わせ先                  事務室  担当者 宮里・玉城  TEL：098-858-8274 

令和５年７月１日において、次の要件を、すべて満たしている方が支給対象となります。 

(1) 保護者等（親権者）の令和５年度の道府県民税及び市町村民税所得割額が非課税、 

又は生活保護受給世帯 

(2) 保護者等（親権者）が、沖縄県内に在住している 

(3) 生徒が、高等学校等就学支援金の支給期間内である。 

(4) 生徒が、休学中ではない。 

(5) 児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費が措置されていない。 

通常申請 

前回提出した方は省略できます 



沖縄県高等学校等奨学のための給付金 

 

  家計急変により、県民税及び市町村民税所得割額が非課税である世帯に相当すると認められる世

帯対象の給付金制度があります。（破産・リストラ・離婚等が該当し、通常の退職は該当しません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○支給額（返還の必要はありません）  ※国公立高校の場合 

世帯状況 給付額（年額） 

家 計 急 変 に

より非課税相

当と見込まれ

る世帯 

通信制課程以外の課程に在籍する第 1 子 117,100 円 

通信制課程以外の課程に在籍する第 2 子以降 

 ※ 15 歳以上 23 歳未満の兄弟姉妹がいる場合  
143,700 円 

      ※７月２日以降に家計急変が生じた場合は申請の月の翌月からの月割額になります。 

 

 ○提出書類  ※消せない筆記用具で書類に記入して下さい。 

      申請用紙は事務室でお受け取りください。学校ホームページには掲載されていません。 

  ①高校生等奨学給付金（家計急変）受給申請書（様式 1） 

②令和５年度（所得）課税証明書 

  ③健康保険証の写し(15 歳以上 23 歳未満(中学生を除く)の扶養されている兄弟姉妹がいる場合） 

     ※国保の場合は、扶養誓約書（様式６）も提出 

④債権者登録申請書（別添様式）  

⑤振込口座の通帳の写し 

⑥保護者等の家計急変の発生事由を証明する書類 

  離職票、雇用保険受給資格者証等 破産宣告通知書・廃業等届出書のいずれか 

  死別・離婚の場合は、戸籍謄本等の離婚等の事実が確認できる書類 

⑦家計急変前・家計急変後の収入を証明する書類 

  （全項目が記載されている）所得・課税証明書の写し（家計急変前） 

  会社作成の給与明細、直近の給与明細書（家計急変後） 

  税理士又は公認会計士等が作成した所得証明書類（家計急変後） 

⑧保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認する書類 

扶養親族分の健康保険証の写、扶養親族分の健康保険証の写、扶養親族の記載がある所得課税証明書等 

※災害等に起因しない離職（定年退職など）は、家計急変の対象になりません。                      

※生活保護の生業扶助の受給者は家計急変の対象になりません。 

※状況に応じて追加書類の提出をお願いすることがあります。 

 

 ○問い合わせ先                  事務室  担当者  宮里・玉城  TEL：098-858-8274 

令和５年７月１日において、次の要件を、すべて満たしている方が支給対象となります。 

（７月２日以降の家計急変の場合は申請の翌月（申請が月初めの場合申請の月）の１日） 

(1) 家計急変により保護者等（親権者）の道府県民税及び市町村民税所得額が非課税世帯相

当になっている。 

(2) 保護者等（親権者）が、沖縄県内に在住している 

(3) 生徒が、高等学校等就学支援金の支給期間内である。 

(4) 生徒が在学中で、休学中ではない。 

(5) 児童福祉法による見学旅行費又は特別育成費が措置されていない。 

家計急変 


